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序　　　　　文

国際協力事業団は、中華人民共和国政府の要請を受け、平成11（1999）年 8月 1日から3年間、吉

林省長春市において、「前立腺癌早期発見早期診断」の研究協力を実施してきました。

本研究協力期間の終了を控え、当事業団は、平成14（2002）年 1月 20日から 2月 2日までの 14日

間、今野 多助 宮城県立がんセンター院長を団長とする終了時評価調査団を現地に派遣し、中国

側評価調査団と合同で、これまでの活動実績、その成果などについて、総合的な評価を行うとと

もに、今後の対応などについて協議しました。

これらの評価結果は、覚書の形にまとめられ、日本・中国双方の評価団により署名されました。

本報告書は、今回の調査及び協議結果を取りまとめたものであり、今後の協力事業を効果的に

推進するための参考となることを願うものです。

本調査の実施に際し、多忙な中誠意をもってご対応頂きました中国側関係機関の方々、並びに

ご支援頂いた我が国関係機関の方々に、心から感謝申し上げます。

平成 14年 4月

国際協力事業団

理事 泉　堅二郎



協議議事録署名式

評価調査委員会との協議



署名後日・中双方の関係者

劉　淑蛍 副省長表敬訪問



終了時評価表

要　約

調査結果要約
1.　妥当性 前立腺癌診断はエコーや直腸検査といった昔からの方法に依存しており末期がんの患者しか発

見できない点と、前立腺癌検診システムがまだ吉林省で確立していない現状にかんがみ、上位

目標は現地のニーズと合致している。また、吉林大学も国際協力重点分野に位置づけており、

大学の政策との整合性もある。本件プロジェクトは吉林省で前立腺癌検診システムを導入する

初めての試みであり、実施機関である前立腺疾病予防治療研究センターでは検診システムを管

理運営する実施体制を整備する必要があるため、プロジェクト目標は上位目標を達成するため

に妥当な設定である。

2.　有効性 プロジェクト目標はプロジェクト終了までに達成される見込みである。カウンターパートは専

門家の研修・セミナーなどの活動を通じて前立腺癌検診システムを実施できる基本的な技術を

身に付けた。また、カウンターパートは長春において既に検診を実施しており、成果について

も計画どおり達成される見込みである。事実、1万1,067名に対する検診実績と6つの研究論文

が中国科技部・吉林省科技庁・吉林大学から研究費の助成を受けた実績がある。本件プロジェ

クトは前立腺癌検診システムを対象地域で初めて導入したため、前立腺癌に関するプロジェク

ト目標の達成度は100％本件プロジェクトに帰する。

3.　効率性 投入の質・量・時期などはおおむね適切であり、効率的に投入から成果に結び付いた。特に、

短期専門家は研修員が中国へ帰国したすぐ後に派遣されるような配慮がなされた。プロジェク

トの効率性に影響した外部要因の1つは2000年6月に白求恩医科大学が吉林大学として再編さ

れたことである。しかし、移行期間に事務手続きなどが一部遅れることはあったものの、大学

の再編は人材を豊富にし、大学側からの財政支援を拡大した点でプロジェクトの効率性にプラ

スの効果をもたらしたと考えられる。協力実施以前からの吉林省と宮城県の実質的な友好関係

もあり、総じてプロジェクトは効率的に開始及び実施されたと結論づけられる。

4.　インパクト 中国では全く新しい前立腺癌の早期発見早期診断の検診システムを導入した意味で、本件プロ

ジェクトは医療分野に革新的なインパクトをもたらした。事実、前立腺癌検診システムの有効

性は疫学的な分析によっても証明されている。また、今までの診断方法では末期がん患者しか

発見できなかった状況を踏まえると、がんの早期発見によって一般市民にがんを克服する可能

性を与えた社会的効果も大きい。しかし、普及活動が始まったばかりで、吉林省の大部分が農

村人口に占められる点にかんがみ、上位目標の達成についてはまだ数年必要であると思料され

る。

5.　自立発展性 カウンターパートは前立腺癌検診システムをさらに発展させるために必要な分析能力に自信が

ないとしているが、前立腺疾病予防治療研究センターではプロジェクト終了後の5か年計画を

既に策定しており、自立発展に向けた明確な目標をもっている。また、吉林大学はカウンター

パートの研究活動に高いプライオリティーをつけており、研究費に対する助成が継続的に行わ

れている。さらに、前立腺疾病予防治療研究センターは中日聯誼病院に移転する予定で、供与

機材の有効利用と、基礎医学と臨床医学との間の有機的な連携が実現する見込みである。こう

した点を踏まえると、プロジェクト終了後も本件プロジェクトの成果は自立発展できると考え

られる。



評価項目
1.1 上位目標・プロ

ジェクト目標の妥

当性

1.2 プロジェクト・

デザイン・マト

リックスの妥当性

確認事項
1.1.1 吉林省の政

策との整合性

1.1.2 医療分野の

ニーズとの整合性

1.1.3 国別援助実

施計画との整合性

1.2.1 協力計画の

策定過程の適切性

1.2.2 プロジェク

ト計画の変更の妥

当性

1. 妥当性

参　照

Annex 4

Annex 1

Annex 7

調査結果
・吉林大学は国家大学教育改革の一環として5大学（吉林大

学・白求恩医科大・吉林工大・長春科技大・長春郵電大）

が2000年6月に統合され、国家教育部傘下の国立総合重

点大学の1つに数えられる。学生5万人・教職員1万5,000

人を抱える中国でも最大規模の総合大学である。

・本件プロジェクトは、吉林大学が行う国際協力重点5分野

の1つに位置づけられ、優先的に支援が行われており、政

策と整合性がある。

・中国では経済発展に伴いライフスタイルも西洋化し疾病

構造にも大きな変化が見られ、前立腺癌の症例も増加傾

向にあると推測される。しかし、中国では前立腺癌に対す

る認識が非常に低い。特に高齢化が著しい中国では早急

に前立腺癌に対応する必要がある。

・前立腺癌は自覚症状も少なく、臨床で末期がんとして発

見される例がほとんどであり、今まで早期発見早期診断

のための検診システムは存在しなかった。検診での発見

率は臨床でのそれを大きく上回り、前立腺癌検診の普及

をめざす本件プロジェクトは医療分野のニーズに十分合

致している。

・日本国外務省は2001年 10月に「対中国経済協力計画」を

発表した。

・本件プロジェクトは吉林省で前立腺癌検診システムのモ

デルを立ち上げ国内への普及をめざすものであり、対中

国経済協力政策の「特定地域、特定課題に援助資源を投入

するモデルアプローチを推進するなど、限られた援助資

源の効果的効率的活用を図る」に合致している。

・また、本件プロジェクトは吉林省と宮城県との間の自治

体連携を基盤として成り立つ学術交流・共同研究であり、

重点分野・課題別経済協力方針でうたわれる「相互理解の

増進」に適合している。

・テーマは泌尿器科・生化学・病理・疫学の各々で必要な事

項と、カウンターパート側の現状などを踏まえて日・中双

方の協議で決定された。特に桑原専門家を中心として、各

分野の専門家が的確な指示を中国側に与えており、カウ

ンターパートも専門家のイニシアティブを高く評価して

いる。協力計画は適切に策定された。

・長期専門家の派遣については、中国側のニーズを的確に

反映させる点や、プロジェクト管理が円滑に進んだとい

う点で妥当性のある計画変更であった。

・短期専門家派遣が当初予定より増えたことに関しては、

専門家が現役の医師であり派遣の制約条件が多い状況が

あるなかで、カウンターパートの力を十分に引き出すた

めに適切な投入であったと思料される。

・しかし、自治体連携案件ということもあり、事前調査団派

遣もなくR/Dの署名だけでプロジェクトが開始され、計

画時PDMも非常にあいまいなものであった。この点で

は、事前調査を適切に行い当初計画を十分に練る必要性

があったことは否めない（計画時点での問題）。



1.2.3 日本の援助

の比較優位性

1.2.4 自治体連携

の比較優位性

1.3 妥当性を欠いた

要因

Annex 4・技術移転された生検の技術などは宮城県（特に名取）特有

の技術で他の国にはない。また、超音波診断装置について

も、宮城県がんセンターと東芝が共同開発したもので、他

の援助では入手できない前立腺用の特別な機材であった。

・また日・中は文化的背景に類似点も多く、比較研究や症例

の研究が促進された側面もあった。

・吉林省と宮城県との友好関係の上に成り立つ自治体連携

がもともとあり、実質的な交流が行われていたために、本

件プロジェクトの立ち上げ及び実施においても長く培わ

れた信頼関係がプラスに作用した。

・特に吉林省及びカウンターパート関係者には東北大学留

学経験者も多く、自治体連携と学友という2つのつながり

が日・中双方の協同関係をより深いものにしていた。

・特になし



評価項目
2.1 成果の達成状況

と達成阻害要因

確認事項
2.1.1 組織体制の

整備

（人員配置の状況・

財政基盤の確立・委

員会や会議の開催・

広報活動）

2.1.2 機材の調達、

据え付け、使用、

維持管理状況

（機材の内容及び整

備状況・スペアパー

ツの確保状況及び入

手経路・操作マニュ

アル整備状況）

2.1.3 カウンター

パートの技術能力

の向上

2.1.4 検診実績

（検診数・検診者数・

検診業務フロー）

調査結果
・大学が再編されたことで人的資源にも幅ができ、運営面

でも組織体制が十分に整備された。また、白求恩大学時代

は、行政手続きなどにも不慣れで前立腺疾病予防治療研

究センターは任意の団体として登録しているにすぎな

かったが、吉林大学では正規の手続きを踏んで研究セン

ターとして登録された。趙主任も、大学内では研究チーム

リーダーという立場から処長レベルに昇格しており、組

織面での支援も大学側から十分に受けている。

・前立腺癌検診に必要な機材は適切な維持管理のもと、お

おむね良好に使用されている。センターの人数が少ない

こともあり、機材の使用台帳や操作マニュアルなどは作

成していないが、人員の規模拡大を踏まえて今後整備す

る予定である。

・維持管理の担当者として1名が配置されており、趙主任を

中心に適切に維持管理を行っている。

・しかし、検診時の合併症対策として配置された電気メス

などの手術用機材は今のところ使用されていない。理由

としては、先進的な検診システムの導入により合併症の

発生も大幅に低減されたということもある。2002年 5月

ごろには当該センターは中日聯誼病院に移転する計画で、

それが実現すれば現在使用されていない機材も泌尿外科

医師によって活用されることになる。以前にもその機材

だけを臨床の病院へ移送する案があったが、機材を一元

的に管理したい意向があり実現しなかった背景もある。

・カウンターパートの技術能力は大幅に改善された。カウ

ンターパートはもともと医師ということもあり、必要な

知識は既に獲得していた。前立腺癌検診でいえば、超音波

診断装置などの機材が整備されていなかったために実施

できなかった理由があり、新しい機材の操作方法や検診

から得られたデータの分析方法なども十分に身について

いる。

・特に研究協力ということがあり、検診で実際に得られた

データを統計データとして解析し、研究として役立たせ

るための疫学的な考え方にも十分な理解を示した。今ま

での検診で得られたデータは専門家も高く評価するほど

今後の研究材料としての豊富な分析要素を秘めている。

・また専門家から研究に対する姿勢などでアドバイスもあ

り、モチベーションが高められたと報告するカウンター

パートも多かった。

・前立腺癌検診は、大学や政府機関・一般企業などの協力の

もと、一般健康診断の項目として含めてもらう場合や、案

内を出す形で50歳以上の男性を対象として実施されてい

る。

・この2年半の間に167回の検診が行われ、検診者は1万

1,067名に達している。プロジェクト終了までには当初の

目標である1万2,000人を達成する予定である。

参　照
Annex 3

Annex 10

Annex 13

Annex 6

2. 有効性



・専門家により18のセミナーが開催された。テーマは泌尿

器科・生化学・病理・疫学の各々について33トピックに

及ぶ。

・参加者はカウンターパートの38名に加え、大学や病院か

らも招待された。

・セミナーで使用されたテキストはカウンターパートが中

国語に翻訳していつでも参照できるように適切に保存さ

れている。

・中国側は以下の研究を行い、研究費の助成を中国科技部･

吉林省科技庁及び吉林大学から受けた。

・老齢男性前立腺癌について疫学的中日対比研究（5万元）

・前立腺癌の危険人口に対してのトレーシング観察・予防・

治療の中日協力研究（5万元）

・クローン前立腺分泌蛋白PSP94の分泌型Expression研究

（8万元）

・前立腺癌早期診断におけるシアリターゼの作用と機制の

研究（7万元）

・前立腺癌の早期発見・診断・予防の基礎研究（10.5万元）

・前立腺癌検診・診断システムの研究（10万元）

・中国国内で前立腺癌の早期発見早期診断をめざした検診

システムは全く開発されておらず、プロジェクトにより

導き出された成果は、100％プロジェクトの貢献によるも

のである。

・当初の目標である前立腺癌検診システムの確立は十分に

達成された。

・検診により中期・末期の癌患者を発見できるようになり、

PSA陽性は720名と検診者全体の6.51％である。陽性患者

は2次検診が必要となるが、実際に2次検診に訪れたのは

221名で陽性患者の31.69％でしかない。そのなかでがん

と診断されたのは63名で、検診者全体の0.57％となり、陽

性患者全員が2次検診に参加した場合の発見率を疫学的

に分析すると1.2％となり国際水準の発見率と一致する。

・確立された前立腺癌検診システムは実用性が非常に高く、

検診者が増加するのに比例してがん患者も多く発見され

る。しかし、前立腺癌の認知度はいまだに低く、今後は普

及活動を進めて2次検診の参加者を増やす対策が期待さ

れている。

・ニーズとの整合性でも述べたとおり、中国の社会経済状

況の変化に伴い増加するであろう前立腺癌を早期に発見

して治療をめざす前立腺癌検診システムに係る技術移転

の内容は非常に適切なものであった。

・日本への研修員としても受け入れられていた王岩研究生

がセンターを辞めた（もともと趙主任の研究室に属する院

生であったが、同時に東北大学にも願書を提出しており、

入学が決定したため現在は東北大学に留学中である）。し

かし、本件プロジェクトでは東北大学も大きくかかわり、

関連性もあることからプロジェクトに大きな支障を来す

ような要因としては考えられない。

Annex 5

Annex 6

Annex 4

Annex 12

2.1.5 セミナー・研

修実績

（開催数・参加者数・

テキスト資料作成

数・業務フロー）

2.1.6 共同研究実

績

2.2.1 プロジェク

トの貢献度

2.2.2 検診システ

ムの実用性・将来

性

2.2.3 技術移転内

容の適切性

2.3.1 外部条件の

状況など

2.2 プロジェクトの

目標達成状況

2.3 成果がプロジェ

クト目標の達成に

つながるのを阻害

した要因



参　照
Annex 7

Annex 10

Annex 9

Annex 14

Annex 12

Annex 14

Annex 14

確認事項
3.1.1 専門家の派

遣人数・専門分

野・派遣期間・派

遣のタイミング

3.1.2 供与機材の

種類・量・設置の

タイミング

3.1.3 研修員の受

入人数・分野・研

修内容・研修期

間・受け入れのタ

イミング

3.1.4 ローカルコ

ストの負担額・内

容・タイミング

3.1.5 中国側カウ

ンターパートの人

数・配置状況・能

力

3.1.6 機材の維持

管理に必要な経費

の負担額・支出内

容・タイミング

3.1.7 プロジェク

ト予算の支出額と

効率性

評価項目
3.1 投入の質・量・

タイミングの妥当

性

3. 効率性

調査結果
・終了時評価調査までの時点で、長期専門家1名、短期専門

家20名が派遣された。プロジェクト終了までにさらに5

名の短期専門家が派遣される予定である。短期専門家は

現職の医師であり、限られた時間のなかで効率的な投入

が行われた。特に、短期専門家は研修員が日本から帰国し

てからすぐに派遣され、研修員受入れと専門家派遣での

技術移転の相乗効果を導き出すような配慮がなされた。

・前立腺癌検診に係る泌尿器科・生化学・病理・疫学に及ぶ

専門家の専門分野は適切であった。

・機材は中国側のニーズを的確に反映したものが供与され

た。税関の関係で着荷が遅れた時もあったが、特に大きな

問題には至らなかった。機材の種類、量、タイミングなど

はおおむね適切であった。

・終了時評価調査までの時点で、11名の研修員が日本に受

け入れられている。日本での研修も宮城県がんセンター

が中心となり、専門家派遣とも整合性のある適切なカリ

キュラムで実施された。

・受入人数、期間、タイミングなどもおおむね適切で、研修

を受けたカウンターパートは各々の担当分野で主導的な

役割を果たし、院生など後進の指導にあたっている。

・2001年までに317万5,000元の支出実績。2002年分の年間

予算としては301万元が計上されている。

・ローカルコストの負担額は当初非常に少なかったが、吉

林大学の再編により大学側からの資金援助も大幅に拡大

し、継続的な支援を大学側も約束している。

・終了時評価調査の時点で、38名のカウンターパートが配

置されている。

・カウンターパートは医師の資格があり、基本的な知識と

能力は十分に有している。したがって、前立腺癌検診シス

テムに係る技術移転においても大きな問題もなく実行で

きた。

・ただし、カウンターパートが医師や研究職の人材で固め

られ事務面などの管理専門スタッフが欠けていた。事務

なども研究職のカウンターパートが兼任したため、ノウ

ハウや効率性の面で事務的調整が遅れたという指摘もあ

る。

・機材の大きな故障は今のところ起きていない。維持管理

費用はローカルコスト負担額のなかから適切に割り当て

られ、機材管理担当者が使用状況を定期に確認している。

・プロジェクト予算は吉林大学の財務部門が管理している。

カウンターパートは財務部門から出納用のカードを預け

られ、予算額を最大引出し可能額として財務部門を通し

た予算管理を行っている。支出は計画書に基づき効率的

に行われている。



・前立腺癌検診システムの実施、機材の適切な整備・使用・

維持管理、カウンターパートの技術能力の向上、高度なセ

ミナーの開催など、プロジェクトの成果はおおむね達成

されている。したがって、上記投入の質・量・タイミング

は妥当であった。

・国内委員会では桑原専門家を中心として本件プロジェク

トの方向性を定める指針が示された。特にPDMなどプロ

ジェクト開始時点での計画があいまいだった点に対し、

国内委員会は適切に対応し、計画を実行する面でも十分

に機能した。

・技術移転内容のテーマや詳細については中国側のニーズ

と日本側の専門性の両方に配慮して決定がなされた。協

議結果はプロジェクトの実施において十分に活用された。

・吉林大学に再編されてからはセンターの所在地と大学本

部が離れてしまったが、定期的な会合を管理レベルの関

係者を招いて開催した。また、専門家のセミナーにはカウ

ンターパートに限らず医師や研究者なども参加した。関

係機関との調整はおおむね良好であった。

・もともと吉林省と宮城県との協力のうえに成り立つ本件

プロジェクトでは自治体同士の連携にも大きく貢献した。

実際、吉林省からも本件プロジェクトの研究に補助金が

出され、大学のみならず吉林省からの恩恵も得ている。

・中国産のPSAキットの精度が不安定であったため、2,000

名に対する検診データに悪影響を及ぼした。その後は精

度の高いキットを選定し使用しているため影響を受ける

ことはない。

3.2 成果に対する投

入の質・量・タイ

ミングの妥当性

3.3 プロジェクトの

支援体制

3.4 他機関との連携

3.5 効率性に影響を

与えた貢献・阻害

要因

3.2.1 投入計画の

適切性

3.3.1 国内委員会

の機能

3.3.2 調査団派遣

時の協議結果の活

用

3.4.1 吉林省関係

機関との調整

3.4.2 自治体との

連携

Annex 1

Annex 8

Annex 3



参照
Annex 6

調査結果
・これまでの前立腺癌に対する医療は、臨床において末期

がんの段階で発見されるのが主で、患者側にも自覚症状

がないため早期の段階で前立腺癌を発見する術がなかっ

た。しかし、本件プロジェクトにより超音波診断など最新

技術が導入され、出血による合併症になる危険性も大幅

に減少し、前立腺癌も骨転移などの末期症状がみられる

前に発見できるようになった。

・末期がんの段階では、前立腺癌患者に対する治療もほと

んどなく、手の施しようが無い状況であったが、前立腺癌

検診システムにより早期発見早期診断が可能となり、中

期の段階で発見できたがん患者には前立腺癌を治癒でき

る可能性が生まれた。検診の対象者はあくまで一般市民

（50歳以上の男性）であり、治療の可能性を拡大した本件

プロジェクトの社会的効果は検診者からも高く評価され

ている。

・2001年 5月をめどに前立腺疾病予防治療研究センターは

中日聯誼病院へと移転し、基礎医学での研究と臨床医学

での実際との関係がさらに深まる。本件プロジェクトの

当初の範囲は早期発見早期診断にあったが、活動の順調

な進捗により治療にまで結び付く段階を迎えている。特

に中国では基礎医学と臨床医学の双方が協同作業を行っ

て成功した例がない。基礎医学が臨床医学を見下す傾向

がある中国の医療分野において中日聯誼病院での新たな

試みが成功すれば基礎医学と臨床医学の間の壁を打ち破

る画期的なプロジェクトとなる。

・前立腺癌検診システムの有効性と新たな機材の利用は有

識者の間で徐々に深まりつつある。しかし、既存の診断方

法に固執している医師もいる。

・検診システムの普及活動は今まで本格的に行っていない

が、ポスターなどは既にできあがっており、これから普及

活動が始まると考えてよい。研究成果の吉林省や大学に

対する正式な報告もまだ行っていないので、これからプ

ロジェクト終了までの間に普及が進むと考えられる。

・特に6月には前立腺癌のシンポジウムを開催する予定で、

海外の有識者も集め研究の成果を報告すると同時に知識

を共有する。主題は当該研究協力の成果発表にあるため、

シンポジウム開催後に普及が促進される。

・今まで吉林省でJICAのプロジェクトが本格的に実施され

たことがなく、科技庁の担当者もJICAのスキームを十分

に理解していなかった。しかし、本件プロジェクトが成功

したことで、スキームに対する理解も深まり、今後JICA

への案件要請が吉林省からあがることに期待している。

・特になし

確認事項
4.1.1 意図された

インパクト

（保健分野・保健政

策への影響）

4.1.2 意図されな

かったインパクト

（社会的効果・波及

効果）

4.2.1 検診システ

ムの普及状況・国

内での位置づけ

4.2.2 上位目標以

外の間接的インパ

クト

（自治体との連携・

友好関係）

評価項目
4.1 直接的効果

（プロジェクト目標

レベル）

4.2 間接的効果

（上位目標レベル）

4.3 インパクトの度

合いを阻害した要

因

4. インパクト



調査結果
・前立腺疾病予防治療研究センターは前立腺癌の早期発見

早期診断を目的とした検診を実施する国内唯一の組織で

ある。

・吉林大学では、国際協力の重点5分野の1つに本件プロ

ジェクトが入り、優先的な支援を受けている。

・2001年11月には、カウンターパートである趙主任も研究

チームリーダから処長レベルに昇格した。

・研究の成果は今後積極的に普及される予定で、2002年6月

に開催予定の国際シンポジウムでは国内の有識者はもと

より、海外からも専門家を招いて研究成果を共有する予

定になっている。

・前立腺疾病予防治療研究センターは今まで心臓血管病院

の一部を借りて運営されてきたが、2002年 5月ごろには

吉林大学第3臨床病院（中日聯誼病院）に移転する。

・移転後も独立した研究センターとして趙主任を中心に運

営管理される予定であるが、病院の泌尿外科とも協同し

て診断後の治療など包括的な運営管理が行われる。

・中日聯誼病院の泌尿器科は吉林省内最大規模で、実力も

国内で上位10位に入るといわれている。病院側も運営面

ではそれぞれ独立しているものの、人材の交流など組織

面での全面的な支援を約束している。

・カウンターパートはこれまでの成果を踏まえ、プロジェ

クト終了後の5か年計画を自ら策定している。

・目標としては、①疫学、②臨床診断と治療、③病理学、④

生化学、⑤情報ネットワークの構築、⑥学術交流の強化、

⑦広報活動強化があげられている。なかでも、検診者を4

万人以上に増加する点、疫学研究を深化させてがん予防

の対策をつくる点、病気の分類や診断基準の統一化及び

普及活動による自発的な検診参加の促進が重点事項とさ

れている。

・PSAキットは40人分が1セットとなり、1人当たり40元

のコスト（人件費除）がかかるが、今は無償で検診を行っ

ている。

・2次検診については1人当たり200元の検診費を徴収して

いる。

・一方、中国では2001年に医療改革が行われ健康保険や医

療費についても改革された。前立腺疾病予防治療研究セ

ンターはあくまで研究センターという位置づけであった

ため、2次検診の費用も医療保険で賄うことが難しかっ

た。しかし、今回センターが中日聯誼病院へ移転すること

で、検診を保険でカバーするなど検診から収入を得て研

究費に配分する可能性も芽生える。

・中国科学技術部の国際協力基金及び吉林省科学技術庁、

吉林大学から研究費への財源補助を受けている。各関係

機関とも本件プロジェクトの成果である研究内容には高

い関心を示しており、今後も財政的支援を継続するとし

ている。

5. 自立発展性

評価項目
5.1 組織的側面

5.2 財政的側面

確認事項
5.1.1 実施機関の

政策的役割・国内

での位置づけ

5.1.2 実施機関の

運営管理システム

5.1.3 実施機関の

運営方針・事業計

画

5.2.1 財務的持続

性

5.2.2 公的な財源

補助

参　照



・中国の医師の大部分は、「中国は前立腺癌低発病率国」、

「前立腺癌をもったまた長期生存が可能である」と考え、

診断方法も今までのエコーや直腸検査に依存している。

しかし、有識者の一部には前立腺癌検診システムやPSA

の有効性が徐々に浸透しはじめている。

・カウンターパートは疫学的な裏づけのあるデータを基に

検診の有効性を普及し、検診システムを行う技術能力も

十分に備えている。

・カウンターパートは趙主任を中心として今後も配置され

る予定である。中日聯誼病院の泌尿器科医師との連携も

深まることから、人材面での自立発展性は十分にあると

考えられる。

・センターの移転に伴い、機材一式も中日聯誼病院に移送

され一括管理される。今まで使用されなかった機材もセ

ンターの管理下で泌尿外科の医師によって活用される。

・病院はユーティリティ面でもセンターを支援して、雑費

はすべて病院の経費で賄われる。

・長期専門家はプロジェクト終了後にも消耗品を国内で調

達できるか調査を行っている。機材によっては高品質の

製品が不可欠となり、一部日本から調達しなければなら

ないものもある可能性は高い。その場合も、予算の範囲内

で調達する予定。

5.3.1 検診システ

ムの定着状況

5.3.2 カウンター

パートの配置

5.3.3 機材の維持

管理の継続性

5.3 技術的側面
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第 1章　終了時評価調査団派遣の概要

1－1 調査団派遣の経緯と目的

（1）調査団派遣の経緯

中華人民共和国（以下、「中国」と記す）においてがんは主要疾病の上位にランクされてい

る。その割合自体は大きいとはいえないものの、増加傾向にあること、また死因としてはトッ

プクラスとなっていることから、中国の人々の健康を脅かすものとして、座視できないもの

となっている。

宮城県立がんセンター泌尿器科は 1995年以来、日・中の前立腺癌検診結果の比較を研究課

題とし、吉林大学（旧白求恩医科大学）及び第一汽車病院との間で国際共同研究を開始し、生

化学、病理学及び疫学などそれぞれ専門領域の指導を実施してきた。

このような状況のもと、中国政府は、前立腺癌をこれからの中国にとって重大な疾患とし

て認識し、平成 11年度技術協力案件として要請越した。

これに対し JICAは、中国吉林省科学技術庁と、1999年 3月 12日に「前立腺癌早期発見早期

診断」チーム派遣にかかるミニッツの署名・交換を行い、同年 8月 1日から 3年間の研究協力

事業を実施している。

協力期間の終了を2002年 7月 31日に迎えるにあたり、中国側関係機関と共同で、本協力の

成果について評価を行う。

（2）目　的

3年間の技術協力期間の実績を調査し、討議議事録（ミニッツ）、暫定実施計画の合意文書

に基づき、計画の達成度を総合的に評価する。

技術協力期間終了後の対応策について協議し、結果を両国政府関係者当局に勧告・提言す

る。

今後実施される類似の協力に対し、技術協力計画の適切かつ効率的な立案、実施のため、本

協力の実施を通じて得られた教訓・提言をフィードバックさせる。
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1－2 調査団員構成

1. 団長／総括 今野　多助 宮城県立がんセンター

総長

2. 技術移転計画 香川　敬三 国際協力事業団

東北支部　支部長代理

3. 評価管理 井之上　満明 国際協力事業団

アジア第二部東アジア・中央アジア課

4. 評価分析 佐々木　亮輔 監査法人　トーマツ

ODA部

5. 通訳 加藤　洋子 （財）日本国際協力センター

Member List of the Evaluation Survey on

Joint Study 'Early Detection and Diagnosis of Prostativ Cancers' in China

Assignment Name Position

1. Leader Mr. Tasuke Konno President,

Miyagi Cancer Center

2. Technical Transfer Planning Mr. Keizo Kagawa Deputy Director,

Tohoku Branch,

Japan International Cooperation Agency

3. Evaluation Management Mr. Mitsuaki Inoue Staff,

East, Central Asia and the Caucasus

Division,

Regional Department II,

Japan International Cooperation Agency

4. Evaluation Analysis Mr. Ryosuke Sasaki Staff,

ODA Consulting,

Tohmatsu & Co.

5. Interpreter Ms. Youko Kato Japan International Cooperation Center
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1－3 調査日程

日順 月日 曜日
調　査　事　項

備　　考
コンサルタント・通訳団員 官　団　員

1 1／ 20 日 移動（成田－北京） NH905便

（13：35着）

2 21 月 JICA中国事務所打合せ CJ6148便

移動（北京－長春） （15：30－ 17：00予定）

3 22 火 吉林省科学技術委員会 移動（成田－北京） NH905便（13：35着）

　表敬、打合せ

吉林大学表敬、打合せ

長期専門家、カウンターパート

との打合せ

4 23 水 評価調査（カウンターパートヒ 在中国日本大使館

アリング） JICA中国事務所打合せ

評価調査（長期専門家ヒアリング） 科学技術部表敬、打合せ

5 24 木 評価調査（病院関係者） 移動（北京－長春） CJ6144便

評価調査（カウンターパートヒ 団内打合せ （10：25－ 11：50予定）
アリング）

6 25 金 評価調査（データ整理分析） 吉林省科学技術委員会

　表敬、打合せ

吉林大学表敬、打合せ

午後：団内打合せ

7 26 土

8 27 日 資料整理、団内打合せ 桑原専門家派遣

（1／ 27－ 2／ 9）

9 28 月 吉林大学との協議（調査要点、カウンターパートヒアリング）

10 29 火 吉林大学との協議（調査要点、カウンターパートヒアリング）

11 30 水 評価調査委員会 桑原専門家

M/M署名式

12 31 木 移動（長春－北京） CJ6147便

（13：00－ 14：30予定）

13 2／ 1 金 在中国日本大使館報告

JICA中国事務所報告

科学技術部報告

14 2 土 移動（北京－成田） NH906便（19：00着）

1－4 主要面談者

（1）中国側

中国科学技術部

姜　小平 （国際合作司一秘）

　　仁峰 （JICA項目弁公室）

吉林省

劉　淑蛍 （吉林省副省長）
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李　建華 （科学技術庁副庁長）

白　応傑 （科学技術庁国際合作処処長）

朴　明愛 （科学技術庁国際合作処）

徐　 （外事弁公室副主任）

吉林大学

劉　中樹 （吉林大学学長）

李　玉林 （吉林大学副学長）

韓　暁峰 （吉林大学党委副書記）

高　久春 （科学技術処副処長）

揚　世傑 （基礎医学院院長）

袁　霽 （国際合作交流処処長）

馬　岩 （国際合作交流処副処長）

李　梅花 （国際合作交流課課長）

中日聯誼病院

谷　樹厳 （副院長）

孔　祥波 （泌尿外科主任）

前立腺疾病予防治療研究センター

趙　雪倹 （主任）

李　揚 （生化学助教授）

李　大男 （生化学）

王　洪亮 （泌尿器科）

計　国義 （泌尿器科・機材管理担当）

高　洪文 （病理）

狄　茜 （院生）

検診参加者

盖　希斌 （第一自動車元職員）
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（2）日本側

在中華人民共和国日本大使館

込山　愛郎 （一等書記官）

プロジェクト専門家

高橋　公一郎 （長期専門家、業務調整）

桑原　正明 （短期専門家、泌尿器科）

JICA中華人民共和国事務所

櫻田　幸久 （所長）

加藤　俊伸 （副所長）

芳沢　忍 （所長助理）

張　潔 （所員）

1－5 調査・協議項目

（1）評価基本方針

・評価調査計画の確認

評価の目的、内容、進め方、等

・活動実施とその成果

協力開始前のミニッツに定められた協力項目について、実施状況と達成度を調査する。

・評価 5項目による分析

妥当性、有効性、効率性、インパクト、案件の自立発展の見通しについて評価、検討を

行う。

・今後の対応方針

協力の成果、達成度などをもとに、日本側、中国側が取るべき対応策について調査する。

・ミニッツの交換

日・中双方で確認された終了時評価結果を覚書に取りまとめ、双方で署名、交換する。

（2）調査項目（評価 5項目による分析）

・妥当性

・有効性

・効率性

・インパクト
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・案件の自立発展の見通し

（3）実施上の留意点

・協力当初供与した大型機材の活用状況の確認を行う。

・協力終了後の対応について、国内支援委員会の意見を踏まえ、具体的な方針案を協議す

る。
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第 2章　評価結果の要約

2－1 協力実施の経過と投入実績

宮城県立がんセンター泌尿器科は 1995年以来、日・中の前立腺癌検診結果の比較を研究課題と

して白求恩医科大学及び第一汽車病院との間で国際共同研究を実施してきた。以来、同がんセン

ター泌尿器科部長、科長が検診の実施指導を行った他、生化学部長と病理学部長がそれぞれ専門

領域の指導を行ってきた。1997年には中国第一汽車病院泌尿器科部長が前立腺癌検診の実施研修

のため同がんセンターを訪問した。以上の交流を通じ吉林省及び白求恩医科大学は、前立腺癌を

これからの中国にとっての重大な疾患と考え、前立腺癌検診システムの構築にかかる医療従事者

の人材育成及び疫学調査研究についての技術協力の必要性を認識するに至った。

吉林省は中国における前立腺癌検診のモデル事業として中央政府に要請し、同政府は 1999年度

研究協力案件として日本政府に要請したものである。かかる経緯から国際協力事業団は先方の要

請背景調査団を派遣し、先方の要請内容及びプロジェクト実施体制を確認し、実施協議議事録

（R/D）に取りまとめて署名・交換した。同R/Dに基づき、前立腺癌検診システムを確立するための

人材育成及び共同研究を目的とした 3年間にわたる研究協力が、1999年 8月から開始された。

2－ 1－ 1 日本側投入実績

（1）専門家派遣

長期専門家1名、短期専門家延べ20名、計21名の専門家が派遣された。なお、プロジェ

クト終了までにさらに 5名の短期専門家が派遣される予定である。専門家の分野別派遣実

績（予定も含む）は表 2－ 1のとおりである。

表 2－ 1　専門家派遣実績

分　野 人　数

長期専門家 業務調整員 1

小計 1

短期専門家 泌尿器科 8

生化学 5

病理 5

疫学 5

業務調整員 2

（延べ人数）小計 25

合　　計 26
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（2）研修員受入れ

これまでに延べ 11名の研修員を受け入れた。分野別の研修員受入実績は表 2－ 2のとお

りである。

表 2－ 2　研修員受入実績

年　度 分　野 期　間 人　数
1999 生化学 1999.11.12～ 2000.11.10 1

病理 1999. 1.11～ 2000. 4.16 1

泌尿器科 1999. 1.11～ 2000. 4.16 1

生化学 1999. 1.21～ 2001. 1.20 1

2000 泌尿器科 2000. 7.17～ 2000.10.29 1

病理 2000. 9. 5～ 2000.12.10 1

生化学 2000.11. 9～ 2001.11. 3 1

泌尿器科 2000. 3.28～ 2001. 6.30 2

2001 疫学 2001. 6. 5～ 2002. 5.29 1

病理 2001. 6. 5～ 2001.10. 4 1

合　　計 11

（3）機材供与

総額7,581万 4,000円の機材が供与された。また、現地調達分として総額 46万 3,490元（日

本円で約 729万 6,000円）の機材が供与された。

（4）現地業務費

2001年 12月までの時点で、総額 68万 4,973.47元（日本円で約 1,078万 2,000円）を負担し

た。

2－ 1－ 2 中国側投入実績

（1）カウンターパート配置

カウンターパートとして、38名が配置された。

（2）建物と施設の供与

吉林大学医学部基礎医学院、友誼会館及び心臓血管病院の一部が用地として割り当てら

れた。前立腺疾病予防治療研究センターは 2002年 5月に中日聯誼病院への移転の予定。

（3）ローカルコスト措置

2001年 12月までの時点で、総額317万 5,000元（日本円で約4,997万 5,000円）を負担した。
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2－2 評価5項目による評価結果

2－ 2－ 1 妥当性

（1）上位目標の妥当性

中国では経済発展に伴い生活様式にも大きな変化がみられ、前立腺癌の症例も先進国と

同じく増加傾向にあると考えられる。また、吉林大学においても当該分野に係る研究は国

際協力重点5分野の 1つとして優先的な支援を与える対象として位置づけられている。した

がって、「前立腺癌検診システムが吉林省全体に普及される」という本件プロジェクトの上

位目標は、現地の政策及びニーズと整合している。

（2）プロジェクト目標の妥当性

前立腺癌は患者の自覚症状もほとんどないため、臨床において偶発的に発見されること

が多い。このため、今までの診断方法で発見される前立腺癌患者のほとんどは既に末期が

んの段階にあり、治療をしても治癒できる可能性が非常に低い。一方本件プロジェクトで

導入された前立腺癌検診システムは、がんの早期発見早期診断を可能にする。しかし、中

国では前立腺癌検診に対する認識が低く、医療分野でもその技術能力を有していない。し

たがって、「対象地域で前立腺癌検診システムを実施できる体制が整備される」という本件

プロジェクトの目標は現地のニーズに合致し、人材育成と共同研究に対する医療分野から

の期待も大きい。

（3）プロジェクト・デザイン・マトリックスの妥当性

当初の計画に比べて、本件プロジェクトでは長期専門家派遣の追加と短期専門家派遣の

増加が行われている。長期専門家の派遣によりプロジェクト管理は円滑化され、また、現

職の医師であるため長期滞在の難しい短期専門家の投入から人材育成の目標を達成するに

は、短期専門家派遣の増加が不可欠だったと報告されている。実際、人材育成の面で、基

礎医学と臨床医学の連携のような大きな成果が生まれている。したがって、プロジェクト

計画の変更は妥当であったと思料される。

2－ 2－ 2 有効性

（1）プロジェクト目標の達成状況

本件プロジェクトにおいて設定されたプロジェクト目標は、「対象地域で前立腺癌検診シ

ステムを実施できる体制が整備される」である。前立腺癌検診は、大学・政府機関・一般企

業などの協力を得て50歳以上の男性を対象に行われた。これまでにカウンターパート独自

で1万 1,067名に対する前立腺癌検診を実施している。泌尿器科、生化学・病理・疫学の各
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担当者が検診データを解析し、がんの可能性のある受診者（PSA陽性）に対しては 2次検診

の案内が発送され、PSA陽性 720名中、221名が 2次検診に参加し、63名が前立腺癌と診断

された。専門家もカウンターパートが行った診断の精度を確認しており、技術移転の成果

によってプロジェクト目標は十分に達成される見込みである。

（2）成果の達成状況

1）「前立腺癌検診システムのための運営管理体制が構築される」

カウンターパートには38名の研究スタッフが配置され、泌尿器科・生化学・病理・疫

学の各分野での担当が明確に分かれている。2001年 11月に前立腺疾病予防治療研究セン

ターを統括する趙主任は研究チームリーダーの立場から処長レベルに昇格した。また、

吉林大学に再編され国内でも有数の総合大学となったことで人材の幅もでき、運営管理

体制はおおむね構築されている。

2）「カウンターパートの技術能力が向上される」

カウンターパートは医師の資格があり基本的に必要な知識は既に獲得していた。前立

腺癌検診システムでは、超音波診断装置などの最新機材を使いこなし、検診で得られた

データを論理的に管理・分析する能力が要求されるが、技術移転を受けたカウンター

パートは自力で検診を実施できる能力を十分に身に付けている。特に蓄積されたデータ

は医療に関するものから生活習慣に至るまで、日本でもなかなか蓄積できない基礎研究

の元となるデータが揃い、専門家もカウンターパートの技術能力を高く評価している。

したがって、カウンターパートの技術能力の向上も十分達成されたと判断できる。

3）「前立腺癌検診の実施体制が確立される」

前述のとおり、カウンターパートは前立腺癌検診を既に実施しており、十分な実施体

制が整っている。しかし、前立腺癌の認知度はいまだに低く、2次検診への参加率も31.69

％と低いため、今後はいかに普及・啓発活動を促進して1次・2次検診への自発的な参加

者を増加させられるかが課題となっている。

4）「共同研究の成果が発表される」

最終的な共同研究の成果は、2002年 6月に開催予定の国際シンポジウムにおいて国内

外の有識者を集めて発表される。一方、カウンターパートによる研究論文で 6つの研究

課題についてはその内容を認められ、中国科技部、吉林省科技庁・吉林大学から研究費

の助成を受けている。
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2－ 2－ 3 効率性

（1）日本側投入の効率性

専門家派遣、機材供与及び研修員受入れの量・分野・時期などは適切であった。特に短

期専門家派遣が中心となる限定的な専門家投入を効率的に活用するため、短期専門家は研

修員が中国に帰国するのと同時期に派遣される配慮がなされた。また、本件プロジェクト

では実施協議調査団の派遣のみでプロジェクトが開始されたこともあり、PDMなど当初計

画はあいまいなものであったが、開始後は宮城県がんセンターを中心とする国内委員会が

イニシアティブを取り中国側のニーズを反映した技術移転計画が決められ、効率的なプロ

ジェクト実施に貢献した。特に、技術協力開始前から吉林省と宮城県には実質的な交流関

係があり、そこで築かれた人脈と信頼関係がプロジェクトの効率的な実施を大きく促進

した。自治体連携案件のモデルとしても興味深い成果を収めている。

（2）中国側投入の効率性

カウンターパートには有能な人材が集まり、機材も適切に維持管理されている。日本で

の研修に参加したカウンターパート 1名が離職し東北大学に留学中との報告があるが、本

件プロジェクトでは東北大学との連携もあり、特に大きな支障を来していない。また、白

求恩医科大学の吉林大学への再編は結果的にプロジェクトの効率性にプラスの効果をもた

らし、吉林大学からは異例ともいえる優先的な支援を受けている。

2－ 2－ 4 インパクト

（1）直接的効果

これまでの中国での前立腺癌診断は、臨床でエコーや直腸検査によって行われていた。

本件プロジェクトは超音波診断により早期発見早期診断を可能にする検診システムを導入

し、診断時の出血による合併症の危険性も大幅に減り、中国で新たに導入された医療とし

て泌尿器科医師の注目を集めている。また、早期検診によって末期以前の治療できる段階

でがんを発見できるため、一般市民（50歳以上の男性）に対しては前立腺癌の恐怖を低減す

る社会的効果をもたらしている。

さらに、早期発見・診断のシステム作りで一定の成果を収めたカウンターパートは、治

療という次の段階に進んでいる。2001年 5月に前立腺疾病予防治療研究センターが中日聯

誼病院へ移転すると、治療を担当する泌尿器科医師とも深いつながりができ、基礎医学と

臨床医学の連携が促進されることになる。中国では基礎医学と臨床医学は相容れないとす

る風潮があり、そのなかで双方が歩み寄り包括的な前立腺癌対策を始める試みは医療分野

でも注目を集めている。
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（2）間接的効果

前立腺癌検診システムの普及活動はポスターなどを既に準備し、今後本格的に行われる

予定である。したがって、上位目標にある普及を達成するにはまだ数年必要だと考えられ

る。特に、既存のやり方に固執する泌尿器科医師も多く、2次検診の参加者が伸びない背景

にはそうした認知度あるいは理解度の低さがあり、普及啓発活動がどれだけの成果をあげ

られるかが期待されている。また、吉林省はほとんどが農村人口で形成されており、農村

部での普及をいかに進めるかも大きな課題となっている。

2－ 2－ 5 自立発展性

（1）組織的側面

前立腺疾病予防治療研究センターは早期発見・診断を目的とした前立腺癌検診を実施す

る国内唯一の組織である。2000年 6月に白求恩医科大学が吉林大学に再編されたことで組

織的には人材の幅ができ、大学付属病院とも連携して自立発展可能な組織体制ができあ

がった。前立腺疾病予防治療研究センターとしても、プロジェクト終了後の 5か年計画を

既に策定しており、特に検診参加者を 4万人以上に増加する点、疫学研究を深化させてが

ん予防の対策を作る点、病気の分類や診断基準の統一化を図る点、普及活動による自発的

な検診参加を促進する点を重要項目として、明確なビジョンを打ち出している。

（2）財政的側面

1次検診に必要な PSAキットは 1人当たり 40元の費用がかかるが、現在は無償で行って

いる。一方、2次検診については1人当たり 200元の検診費を徴収している。中国では 2001

年に医療改革が始まり、医療保険や医療費についても改革が進んでいる。前立腺疾病予防

治療研究センター自体としては医療保険の適用を受けられなかったが、中日聯誼病院に移

転することで検診への医療保険の適用が可能になる可能性が高く、検診による収入を研究

費に配分できる。また、吉林大学側も研究に対する助成を継続する考えを示しており、中

国科技部及び吉林省科学技術庁も含め、公的な財源補助も継続する見込みである。

（3）技術的側面

既に 1万 1,067名に対する検診実績があることからも明らかなように、カウンターパート

は前立腺癌検診を実施・自立発展させる技術的能力を十分に有している。検診で得られた

データもコンピューター上で一括管理され、バックアップデータも定期的に保存しており、

管理面でも十分な能力を維持している。日本での研修を終了した泌尿器科・生化学・病理・

疫学の担当者が、今後も大学院生など後進を指導していく予定である。
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（上位目標）
前立腺癌検診システムが吉林省全体に普及する。

（プロジェクト目標）
対象地域で前立腺癌検診システムを実施できる体
制が整備される。

（成　果）
1. 前立腺癌検診システムのための運営・管理体
制が構築される。

2. カウンターパートの技術能力が向上される。

3. 前立腺癌検診の実施体制が確立される。

4. 共同研究の成果が発表される。

計画達成度

プロジェクトの要約 指　　標 実　　績 参　照
・吉林省でのプロジェクトの成果の普及はちょう
ど始まったところであり、今後数年に普及が拡
大するものと見込まれる。

・前立腺癌検診システムは吉林省の大病院では認
知されているが、中小規模の病院ではまだ認知
されていない。

・前立腺癌検診への参加者は1万 1,067名に達し
ている。

1-1 38名のカウンターパートが配置されている。
プロジェクト期間中に1名が離職し、東北大
学に留学中である。

1-2 今までに総額317万 5,000元がローカルコス
トとして適切に投入された。

1-3 カウンターパートは前立腺癌検診と関係する
研究を行うのに十分な能力を身に付けた。し
かし、カウンターパート全員が研究スタッフ
ということもあり、事務処理・管理能力につ
いては弱い側面がある。

1-4 ほとんどの機材は適切に使用されている。し
かし、電子メスなど合併症対策の緊急手術用
の機材は使用されていない。その理由として
は、専門家による最新技術の移転により合併
症の危険性が減り、緊急手術の必要性もなく
なったことがある。前立腺疾病予防治療研究
センターが中日聯誼病院へ移転された後は、
未使用の機材も臨床の医師により有効利用さ
れる見込みである。

1-5 機材の維持管理担当者として 1 人のカウン
ターパートが配置されている。大きな故障も
なく、機材は適切に管理されている。

2-1 JICAから派遣された短期専門家によりセミ
ナーが18回開催された。

2-2 18回のセミナーには、泌尿器科・病理・生化
学・疫学それぞれの分野の33に及ぶトピック
が紹介された。

2-3 38名のカウンターパート全員が研修を受講し
た。セミナーの参加者にはカウンターパート
以外の病院関係者や研究者が含まれている。

2-4 カウンターパートに対するインタビューによ
ると、ほとんどのカウンターパートがセミ
ナーと技術指導の内容は適切であったと回答
している。何人かは日本での研修期間が短い
と指摘したが、一方で専門家は現職の医師の
ため時間的制約が大きい点を理解している。
その制約を考えると適切な期間であったとし
ている。

3-1 プロジェクト開始から今までに通算167日に
及ぶ前立腺癌検診が提供された。

3-2 疫学分野の研究チームが前立腺癌検診の精度
を分析する調査を行った。その結果、統計的
に有意なデータを証拠に前立腺癌の精度が高
いことが証明された。派遣専門家もその結果
を参照し、その精度を認証している。しかし、
2,000件の検診については中国製のPSAキッ
トが不安定であったため、検診の精度に確証
がない。その後は北欧製のキットを使用して
いる。

4-1 検診で得られたデータは共通番号を使用し、
バックアップデータもとられ、適切に保持さ
れている。

4-2 6つの論文が発表された。
4-3 これらの論文は高い評価を得て、中国科技
部・吉林省科技庁・吉林大学から研究費の助
成を受けている。

・受診者の地域的分布の公平性
・省全体での前立腺癌検診実施回数
・省全体での受診者総数
・省全体で検診を実施できる関係機関の数
・前立腺癌検診システムの省内での位置づけ
・前立腺癌検診システム実施の認知度
・対象地域での受診者の人数

いずれもプロジェクト終了までに：
1-1 人員配置の状況
1-2 予算措置
1-3 カウンターパートの運営管理能力
1-4 機材の使用状況
1-5 機材の維持管理状況

2-1 研修及びセミナーの実施回数
2-2 研修及びセミナーの多様性
2-3 研修を受けた臨床及び検査スタッフの人数
2-4 研修及びセミナー参加者の満足度

3-1 対象地域での前立腺癌検診実施回数
3-2 前立腺癌検診の精度

4-1 統計医療データの管理状況
4-2 発表された研究論文の数
4-3 研究論文の内容

Annex 6

Annex 12

Annex 14

Annex 10

Annex 10

Annex 5

Annex 5

総合報告書
（各短期専門家）
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（活　動）

1-1 業務分掌を明確化する。
1-2 予算管理・活動計画を作成する。
1-3 機材を設置し、調整する。
1-4 機材の保全計画を作成する。
1-5 保全作業を計画的に実施する。

2-1 研修及びセミナーのニーズを確認する。
2-2 前立腺癌検診・診断に関する泌尿器科、病理、
生化学及び疫学分野の研修及びセミナーを開
催する。

2-3 機材の操作に関する技術指導を行う。
2-4 カウンターパートへの技術移転についてモニ
タリング・評価を実施する。

3-1 前立腺癌検診の実施計画を策定する。
3-2 受診者を選定する。
3-3 前立腺癌検診を実施する。
3-4 検診結果について評価を実施する。

4-1 前立腺癌検診の統計医療データを更新・管理
する。

4-2 前立腺癌検診のデータを基に共同研究を行
う。

4-3 共同研究の成果を研究論文にする。

日　本　国
人　材
長期専門家：1名
　　業務調整（1名） 24M/M
短期専門家：14名（計20回）
　　泌尿器（5名） 3M/M
　　病理（3名） 2M/M
　　生化学（3名） 1.25M/M
　　疫学（2名） 1.25M/M
　　業務調整（1名） 3M/M
　　［今後5回派遣予定］

研修員受入れ
11名

機　材
1999年度
　　供与機材（4,882万円）
　　携行機材（1,121万円）
　　現地調達（30万 5,600元）
2000年度
　　携行機材（1,578万 4,000円）
　　現地調達（2万7,500元）
2001年度
　　現地調達（13万 390元）

中　国
人員の配置
プロジェクトマネージャー
プロジェクト調整員
チームリーダー
専門家対応カウンターパート

施　設
事務所・研修室・会議室・機材倉庫

ローカルコスト負担

1999年
　　29万 5,000元
2000年
　　91万元
2001年
　　197万元

Annex 7

Annex 7

Annex 9

Annex 10

Annex 3
Annex 12

Annex 13

Annex 14

投　　　入

R/D 実　　　績
日　本　国
人　材
長期専門家：1名
　　業務調整
短期専門家：14名（計20回）
　　泌尿器 年間 0.5M/M
　　病理 年間 0.5M/M
　　生化学 年間 0.5M/M
　　疫学 年間 0.5M/M
　　双方の合意と必要に応じて他関連分野

研修員受入れ
年間3～4名

機　材
（1）泌尿器科分野
（2）病理分野
（3）双方の合意と必要に応じて他関連分野

中　国
人員の配置
プロジェクトマネージャー 36M/M
プロジェクト調整員 36M/M
チームリーダー 36M/M
専門家対応カウンターパート 36M/M
事務スタッフ 36M/M

施　設
事務所・研修室・会議室・機材倉庫

ローカルコスト負担
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第 3章　評価結果の総括

3－1 結　論

本プロジェクトは日・中双方の関係者の努力により、一連の共同研究、実験から検診システム

の効果的導入にかかる基本的な知識及び観察力の構築、吉林省における前立腺癌検診システムの

将来的な促進に貢献すること、また、共同研究を通して両国の研究能力の改善をするという、当

初計画されたプロジェクト目標及び成果を達成する見込みである。本プロジェクトの評価は次の

とおり。

（1）前立腺癌早期発見・早期診断及び予防・治療基礎研究システムを確立し、中国で初めて前

立腺癌の集団検診を実施して、顕著な社会的効果をあげた。

・超音波診断装置をはじめとする主要機材が 2000年 7月にプロジェクトに到着。専門家の

指導と研修員の協力でこれら機材を活用した検診システムが始動し、吉林の人々に貢献

した。

・医療分野の短期専門家が延べ21名、プロジェクト管理の長期専門家が 1名派遣され、ま

た、11名の研修員を受け入れて技術指導を行ったことにより、中国側の技術水準を向上

させ、プロジェクトの円滑な実施と運営に貢献した。

・現地セミナーを計4回開催し、延べ120名の医学関係者が疫学、病理診断、泌尿器外科及

び生化学の講義を受講して、知識の普及が図られた。

・国内支援委員会の協力により 4分野にわたる技術移転が効果的に実施され、開始時から

着実にプロジェクトの運営や発展のレベルを向上させた。

・長期専門家の実務的なプロジェクト管理が行われ、また、現場各部門での調整により、プ

ロジェクトの円滑な運営が行われた。

・集団検診システムデータのコンピューター管理が行われ、随時データの統計処理が可能

となった。

（2）血清 PSAの測定による前立腺癌一次診断を1万 1,067名に実施し、二次検診の実施とあわせ

プロジェクトの目標達成の基盤を作った。

・PSA値 4.0ng/ml以上の前立腺癌の疑いのある症例を 720名（6.51％）発見、221名（30.69％）

が超音波診断装置による前立腺生検の二次検診を受診し、63 名が前立腺癌と診断され

た。この発見率により、本プロジェクトで使用しているCONAG社製 PSAキットの信頼

性が高いことが確認された。がん患者のうち早期前立腺癌が発見された 6名は手術によ
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り治癒した。

・経直腸超音波診断装置による前立腺生検技術について、研修員は実習が行えず、帰国後

生検の成功率が低かったが、専門家の派遣により実地指導が行われ、現在の生検成功率

は 100％に達し、良好な標本作製と正確な診断の基盤を確立した。

・早期前立腺癌の病理診断について、病理標本の作製と診断技術をマスターすることがで

きた。今後は、日・中両国民の生活環境、食事習慣等の相違点の関係に着目し、対比分

析を行うことにより病理組織学の進歩と発見が期待される。

・疫学分野では、4,218 名分の集団検診データを研修員が携行し、東北大学で疫学分析を

行ったところ、前立腺癌の発見率と職業に密接な関連性が認められ、また、豆製品は前

立腺癌を予防するなどが判明した。

・吉林大学各病院で治療した患者及び集団検診で発見された患者のカルテに対し、症例登

録と追跡観察を行い、集団検診の有効性に関する研究の基盤を作った。

（3）前立腺癌予防・治療の基礎研究を行い、既に学術論文として数編を取りまとめ、また、一

定の成果をあげた。

・専門家の指導により、前立腺癌の早期診断におけるシアリターゼの作用及び機序の研

究、遺伝子サブクローン技術のシアリターゼ研究への応用、遺伝子組替分泌型前立腺分

泌蛋白 94の作成と薬効学研究、人参単体Rh2の抗前立腺癌作用及びシスプラチナの協調

作用に関する研究等がなされている。

（4）前立腺疾病予防治療研究センターが設立されることになり、プロジェクトの実施と発展が

確保された。

・現在のプロジェクトサイトは吉林心臓脳血管病院に設置されているが、2002年 6月から

改装中の中日聯誼病院内（旧白求恩医科大学病院）に移転することが決まった。また、同

病院の臨床部門との連携も期待できることとなった。

・同センターは中日聯誼病院内に設置されるが、吉林大学の学部に準じるセンターとして

独自予算を確保できることとなり自主性が保証された。

3－2 今後の協力のあり方

本プロジェクト発展の課題としては以下の点があげられる。

（1）早期診断結果を効果的な治療に結びつけるため、二次検診受験率の向上

・二次検診受験者は 30％程度とかなり低いが、早期発見による有益性について、広報を今
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後とも推進する必要がある。

・二次検診費用の自己負担が受験率の低さの一因ともなっており、がん患者の場合は中日

聯誼病院の臨床部門との連携により治療費として負担が可能であるが、それ以外の場合

の対策を講じる必要がある。

（2）早期治療に必要な泌尿器科医師の育成

・本プロジェクトは検診システムの立ち上げにあったが、今後は早期治療を行う臨床部門

との連携強化と医師の育成が必要である。

（3）検診データの疫学的分析のための専門家及び前立腺癌研究のための基礎医学者の育成

（4）検診費負担等行政レベルの関与

・現在は一次検診の対象者が長春市内の企業での集団検診に限られているが、吉林省の住

民の大半は農民であり、今後同省全体に拡大するためには、検診費の負担を含め行政の

役割が重要である。

3－3 提言と教訓

（1）提　言

① 前立腺疾病予防治療研究センターが 2002 年 5 月より中日聯誼病院へ移転することに伴

い、今後の精密検診（前立腺生検）を「安全」、円滑に行うことが必要である。これまでの生

検技術研修は主に第一病院泌尿器科医が担当してきたため、新たに中日聯誼病院の泌尿器

科医1名、病理検査技師1名を約3か月間の予定で宮城県立がんセンターにて研修すること

を勧める。

② 本プロジェクトによって前立腺癌検診の基礎システムは確立されたといえる。

検診は臨床医（泌尿器科）、病理学医、基礎研究の生化学医、検診効果判定、効率向上の

ための疫学医の協同作業であり、今後は各分野においてさらに技術向上を図ることが必要

であり、専門家の交流を継続することが肝要である。当プロジェクトのフォローアップと

して、技術的に不足した分野に対し、数年程度、専門家派遣を継続することが望ましい。

③ 今回の協力により、吉林大学は全国的な支援を受け前立腺癌検診システムはさらに確立

し、中国国内で高い評価を受けることが予想される。今後、同センターにおける研究結果

は日本の前立腺癌の研究においても極めて重要かつニーズの高い資料として、日・中双方

の癌予防及び治療に貢献することが期待される。そのため、今後も検診システムの普及、専

門分野に関する情報交換及び指導を継続し、研究成果の共有化を図ることを提言したい。
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（2）教　訓

① 発　掘

当初中国側から要望のあった前立腺癌検診システムの導入は 10年早いのではないかとの

意見もあったが、結果的にプロジェクトの先駆性が中国全体からも注目され、吉林大学の

国際交流事業の柱としての地位を確立し、今後の自立的な発展が大いに期待されることと

なった。今後プロジェクトの選定にあたって参考になる事例と思われる。

② 形　成

本プロジェクトは、宮城県と吉林省の友好事業が長年にわたり実施されていたなかで発

掘されたものであり、案件形成の段階で事業実施主体とプロジェクトの実施目標が明確に

されていた。地方自治体連携事業を行う場合、地方自治体の交流実績を踏まえてプロジェ

クトを形成することが重要である。

③ 実　施

一般的にはプロジェクトの実施にあたり、実施体制の整備等でプロジェクトの本格的な

始動までにかなりの時間を要するが、日・中双方の意思疎通が十分に行われたことにより、

準備に要する時間を短縮することができた。友好事業を通じた信頼関係が速やかな事業実

施に貢献したといえる。

④ 運営管理

日・中双方のプロジェクトリーダーは東北大学の師弟関係であったこと、また、調整員

は中国におけるプロジェクトの管理経験が長く、円滑な運営管理がなされたが、このよう

な両国の実情をよく理解した人材を用いることが重要である。
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第 4章　調査団所見

4－1 調査・協議結果

会議開始当初、中国側より同プロジェクトに対する高い評価と今後の継続の要請を受けた。

中国側のこれまでの評価のポイントは以下のとおりである。

（1）国際標準の前立腺癌早期発見早期診断及び予防・治療基礎研究システムを確立し、中国に

おいて全国に先駆けて、前立腺癌の集団検診システムを実施して顕著な社会的効果をあげた。

（2）1万 1,067名（2002年 1月現在）の前立腺癌集団PSAスクリーニングを実施し、プロジェクト

の目標達成の基盤を作った。

（3）前立腺癌予防・治療体制の基礎を構築した。前立腺疾病予防治療研究センターによりプロ

ジェクトの実施と発展が確保された。

さらにプロジェクト終了までの計画は以下のとおりである。

① 集団検診を拡大し、2次検診率の向上。

② 疫学データを整備し、発表論文のレベルを向上させて、研究成果を広く公表。

③ 前立腺癌の規範化された診断及び治療研究体制の構築。

④ 2002年 6月のプロジェクト総括と国際学術シンポジウムの成功。

⑤ プロジェクトサイトの前立腺疾病予防治療研究センターの移転と整備。

協力の継続要請についてはプロジェクト終了後の 5年計画の説明があった。

中側の計画内容は以下のとおりである。

（1）疫　学

① 今後5年以内に集団検診者数を4～ 5万人に増やし、受診者グループを拡大して、デー

タに代表性をもたせる。これにより、中国人の前立腺癌の発病状況を明らかにし、国際

的な前立腺癌統計データにおいて空白となっている中国のデータを提供する。

② 本プロジェクトの集団検診で発見した前立腺癌症例に対し、5年間の追跡観察及びグ

ループ間の比較研究を実施し、検診の有効性を評価する。また、各治療法の生存率に対

する影響を比較分析し、有効な予防・治療法を検討するとともに、前立腺癌の危険因子

を研究し、前立腺癌の予防・治療の新分野を開拓する。
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（2）臨床診断と治療

① 「前立腺癌早期発見早期診断研究」に関係する超音波監視下の生検成功率は 100％に達

しているため、国内の技術トレーニングを実施することができる。

② 前立腺癌の臨床診断基準及び治療法の国際標準への適合をプロジェクト延長、発展段

階における事業の重点とする。また、専門家交流とトレーニングを強化すべきであると

考える。

（3）病理学

① 前立腺癌の組織学的タイプ及びその生物学的意義を研究し、日・中両国の比較研究を

実施する。

② 前立腺癌治療効果の病理学的分類基準を制定する。

③ 組織学的変化と結びつけて、血清学的マーカーとその各レベルの臨床的意義を検討す

る。

④ 前立腺癌と細胞外基質（ECM）、血管成長因子等との関係を研究する。

（4）生化学

これまでの研究において発見されたシアリターゼ、前立腺分泌蛋白 PSP94、人参単体サポ

ニン Rh2 の前立腺癌の診断及び予防・治療における応用と機序について研究を深める。

（5）前立腺疾病予防治療研究センターの情報ネットワークを構築する。

（6）学術交流の強化

前立腺癌の研修コースと国際会議を開催し、前立腺癌に関する書籍を出版して、研究成果

を普及し、協同研究者層を拡充する。

（7）広報活動を強化し、前立腺癌の早期診断に対する国民の意識を高め、PSAの年次検診を実

施し、前立腺癌早期診断早期治療の真の実現を図る。

今後5年以内に、「前立腺疾病予防治療研究センター」を「国際的先進レベルの前立腺癌早期

診断及び規範化された診断治療の研究、人材養成の拠点」とするよう努力する。

加えて、日本側への継続協力の依頼は以下のとおりであった。
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（1）技術援助

技術交流と人材育成面：疫学、病理学、生化学及び泌尿器科の 4分野において、各関連分

野の研究基盤は既にある程度整っている。しかし、独自に深く研究を進めるにはまだ困難が

ある。したがって、専門家による指導及び定期的なカウンターパート研修の継続が必要であ

る。

集団研修で発見された早期、中期前立腺癌は臨床段階へと移行されるが、臨床医は経験が

不足している。病期分類にしても、また治療法の面でも経験不足であるため、プロジェクト

の進捗状況に合わせて、2002年に研修員を派遣したいと希望している。

（2）機材と部品

JICAプロジェクトであげた成果をさらに継続、発展させるため、今後5年間、必要な機材、

部品、付属品を年間1,000万円相当分供与して頂きたい。例えば、画像解析装置、顕微鏡蛍光、

偏光装置の付属品、前立腺癌検診ベッド（1台）、情報ネットワーク構築に必要な機材、半自

動生化学分析装置、これまでに供与された機材の部品等の機材である。

これまでの基礎のうえに、今後3～ 5年の努力によって、JICAの援助を受けた「前立腺癌早

期発見早期診断」プロジェクトは東北地区、ひいては全国で発展を遂げるであろう。そして、

JICAの援助で設立された「前立腺疾病予防治療研究センター」は日・中両国の友好事業の発展

に貢献するであろう。

その要請を踏まえ、日本側で同時期に派遣されていた短期専門家も含め、協議を行った。そ

の際プロジェクト期間中のセンターの円滑な移転に関しては早急に移転先専門家の本邦研修

等により何らかの協力を行うことが極めて重要かつ効果的であるとの意見が多数を占めた。

また、今後の要請については同調査団及び長期専門家の帰国報告会等を受け、個々の内容に

ついて再度検討を行うとの内容でとどめておくことで団内の意見の一致をみ、再度中国側と

協議を行った。

第 2回目の会議において日・中双方で現在の達成度及び不足点を確認し、さらに中国側の

援助の継続要請に対して上記の案を提案した。中国側からもおおむね賛同を得られた。

4－2 調査団所見

（1）はじめに

前立腺癌は欧米においては高齢男性においては罹患率第 1位、死亡率第 2位の疾患であり、

国民衛生上の大きな医療問題となっている。日本においては現在、前立腺癌死亡率は第 7位

にあるが、今後10年間でもっとも増加するがんと予想されており、その対策が急がれている。

高齢化が進む中国においても、早晩、前立腺癌対策が迫られるものと予想される。
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悪性腫瘍にして公衆衛生学的な対策を進めるためには、疾患の罹患率、死亡率などの基礎

データを整備すると同時に、がんによる死亡を減少させるために早期発見、早期治療のため

の検診システムを立ち上げ、社会に普及させることが必要不可欠である。

（2）プロジェクト立ち上げまでの経過

本プロジェクトは1998年に前立腺癌検診システム構築についての援助申請が、中国側から

中国政府を通して日本国際協力事業団（JICA）へなされ、これに対して、1999年 3月に日本国

際協力事業団（JICA）が長春市を調査訪問し、同年3月に吉林省科学委員会と白求恩医科大学、

JICAの間で 1999年から 2001年までの 3か年の援助計画として調印がされたことから事業が

開始された。

本プロジェクトの先駆けとしては、1998年に吉林省から宮城県へ「吉林－宮城前立腺疾病

病重点研究室」設立への協力依頼があったことに伴い、同年 7月、宮城県医療技術調査団が長

春に派遣され、援助申し入れ項目についての現地調査を行った。その結果、「吉林－宮城前立

腺疾病重点研究室の整備のあり方についての検討」項目が盛り込まれた吉林－宮城第六次交流

計画議定書が 1998年 10月に調印された経緯が基礎になっていることを付記しておく。

（3）これまでの活動概要

1999年 7月から開始した本プロジェクトは、上記のように、前立腺癌の早期発見、早期治

療をめざして、長春市を中心に、前立腺癌検診のモデルシステムを構築することである。こ

の目的に沿って、これまで日本側から、検診に必要な医療機材の援助をはじめ、長春への医

学専門家（泌尿器科医、病理学者、生化学者、疫学者）の派遣、日本への研修生（泌尿器科、病

理、生化、公衆衛生）受け入れを実施してきた。

（4）評価方法

R/D時に中国側で提示した PCM評価手法にて実施し、（1）モニタリング（計画達成度の把

握）、（2）評価 5項目による分析（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）により

評価を行い、中国側とも合意のうえ、合同評価報告書として取りまとめた。

（5）評価結果

日本・中国双方の努力により、ほぼ満足のいく結果が得られた。本件の特色の一つである

組織の確立においては、プロジェクト開始前には、白求恩医科大学基礎医学病理生殖教室が

中心となって1）「吉林省前立腺疾病実験室」（1998年 1月、吉林省科学技術委員会承認）として

活動した。1999年 8月から、プロジェクト技術協力の開始以来、同年 10月には上記実験室を
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2）「吉林省前立腺防治研究中心」に改称、吉林省科学技術庁が学術研究機関として認可され

た。この後、医療許可を得るために 2000年 6月に旧名称から「研究」を除き、「吉林・白求恩

医科大学前立腺疾病防治中心」として、吉林省科学技術庁に申請し、これを吉林心臓脳血管病

医院内に設置した。

その後、2001年に白求恩医科大学が吉林大学に統合されたことに伴い、組織は同年 12月に

「吉林大学前立腺疾病予防治療研究中心」として吉林大学に属する独立組織として認可された。

活動拠点は中日聯誼病院（医学部第 3病院）内にセンターが設置される予定である。このセン

ターには複数のカウンターパートが設置される予定であり、これによって専門家派遣による

指導と研修により習得した技術が、十分に活用できるものと判断される。

予算的には中国、日本政府の緊縮財政のため必ずしも十分なものではなかったが、一次検

診のための検査機材、病理機材、二次検診に必要な医療機器、生検合併症に対処するための

治療機器、前立腺癌の基礎研究機材など検診に必要なハード面は、ほぼ満足できる水準に整

備された。また、日本での医療研修により、こうした機材や医療機器が十分に活用できる医

療技術や、公衆衛生学的なデータの解析技術も満足できる水準に達したものと判断された。

本件R/D調査時において、今後の本プロジェクトの維持、発展には以下の 5項目が保証さ

れることが条件になると考えられるため、特にこれらの達成度について調査した。

① 「吉林大学前立腺疾病予防治療研究中心」のなか、長期的な活動計画が作成される。

② カウンターパートが検診技術を習得し、新たな技術者を養成できる。

③ 技術を習得した者が、今後も指導的な役割を果たすことができる。

④ 「吉林大学前立腺疾病予防治療研究中心」の運営に必要な予算と人員が確保される。

⑤ 「吉林大学前立腺疾病予防治療研究中心」の活動に必要なスペースと設備が確保され

る。

（6）調査結果は以下のとおりである。

① 中、長期的な活動計画書は 2002年 1月提出され、今後の活動方針が明確になった。

② カウンターパートがこれまで修得した検診技術を、新たな技術者養成教育に役立てて

いる。技術を習得した者は、吉林大学医学部泌尿器科、病理学、生化学に勤務する医師、

教官が中心であり、それぞれの立場で指導にあたっており、検診の教育に指導的な役割

を果たしている。

③ 吉林大学直属の組織であり、独立予算、人員の設置が可能であり、本プロジェクトは

大学から 5つの重点項目の一つとして認可された。

④ 「吉林大学前立腺疾病予防治療研究中心」は中日聯誼病院に 2002年 4月～ 5月には移転

し、設備とスペースが確保され、今後の活動拠点となる予定である。
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以上の結果から、R/D時に示したプロジェクトの当初計画は、ほぼ満足できる水準で達成

されたものと判断された。
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